
Activity 活動報告 知的基盤部 産業安全委員会

産業安全委員会では、電子業界における事業場の産業

安全課題に対応し健全な発展を図るため、事業場の安全

維持の施策に関する普及活動、実施方策の意見交換、産

業安全に関わる法規制動向に関する情報発信のほか意見

交換や提言などの活動を行っております。

産業安全に関わる事業場内外での安全確保、向上への

対応活動につきましては、会員企業の進める安全事業の

情報共有のほか、関連情報の提供等を通じた業界の安全

意識のさらなる向上を果たすことを推進しております。

ご高承の通り、ストレスチェックの義務化、化学物質

管理の強化等は、労働安全衛生法の改正に伴い、平成26

年6月25日に公布、ストレスチェックの義務化は平成27年

12月1日施行、化学物質管理の強化は平成28年6月1日施

行となります。ストレスチェックの義務化、化学物質管

理の強化等につきましては、当委員会では当初から情報

収集を行い、厚生労働省ご担当官の解説をいただき意見

交換を実施するなど、会員各社の対応を促進して参りま

した。以下は、本法律、通達に関する参考資料です。企

業担当ご関係者におかれてましては、今一度ご参考にし

て頂くとともにご対応いただければと存じます。

ご参考（厚生労働省HP）

■労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第82号）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000094015.html

（右図：参考１概要）

■労働安全衛生法の改正について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/anzen/an-eihou/index.html

・ 労働安全衛生法の一部を改正する法律について（平成26年6月25日付け基発0625第4号） 

・ 労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令等の施行について

  （心理的な負担の程度を把握するための検査等関係）（平成27年5月1日付け基発0501第3号） 

・ 労働安全衛生規則第52条の10第1項第3号の規定に基づき厚生労働大臣が定める研修に係る具体的事項について

  （ストレスチェック関係）（平成27年5月1日付け基発0501第4号） 

・ 労働安全衛生法施行令及び厚生労働省組織令の一部を改正する政令等の施行について

  （化学物質等の表示及び危険性又は有害性等の調査に係る規定等関係）（平成27年8月3日付け基発0803第2号）

  ※通知中の別紙1誤り差替（平成27年8月11日掲載）

・ 化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針について（平成27年9月18日付け基発0918第3号）等

～安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第82号）～
●平成26年6月26日に労働安全衛生法の改正（ストレスチェックの義務化、化学物質管理の強化等）が改正

●「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度に関する検討会報告書」平成26年12月厚生労働省公表

ストレスチェックの義務化、
化学物質管理の強化への対応
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当委員会では、今後も事業場の安全確保に向けた対応

として、事業場での作業安全、工程の安全確保、維持向

上のための課題を検討し、会員企業への情報提供を行う

とともに、各社の事例や課題の共有、及び課題解決への

情報提供を行うこと、労働衛生に関わる対応として、各

社の事例や課題の共有、課題解決への検討を行うことを

主体的に実施してまいります。

また、会員企業における固有の課題に関する意見交換

を通じて、会員他の企業方針をもとにした安全管理方法

や、施策などの共有を図り、より効果的な安全対策が高

進されることを目指し、当委員会における諸検討を深め

るため、行政当局や他業界の識者による事例紹介を頂き

意見交換の実施などの諸活動を進めてまいります。

ストレスチェックの義務化、
化学物質管理の強化への対応

出典：電機・電子温暖化対策連絡会

【参考1：概要】
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